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１．ＥＲＰの採用 
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業務要因 システム要因 

複数システムの混在 

各システム更改期限 

複数プロセスの混在 

内部統制要因 

目論んだ効果 

業務精緻化・高度化 

内部統制の充実 
事務処理コスト削減 

システムと業務プロセスを一体で再構築 

グループ内共用 

１－１．トリガー （要因） 



3 

共通化 

* Straight Through Processing 

・ 業務プロセスを共通（標準）化 

・ グループ内エンティティでの共用 

内部統制 
・ 内部統制改善・充実 

・ セキュリティスタンダード準拠 

リアルタイム 
・ 業務プロセススリム化、ＳＴＰ*化 

・ 発生主義会計へのシフト 

集中化 
・ システムとデータの一元化 

・ バックオフィスへの事務集中 

企業会計（財務/管理）と 

施設管理の一体化 

１－２．コンセプト 
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バックオフィス業務のシステム 

必要な機能の実装を 

低コストかつ短期間に実現 

ＥＲＰパッケージ を選択 
 

 

・ 業界に拠らず、世界標準としての機能をもつパッケージ 

・ 業界に偏らない実績あり、行内で既に一部機能の導入実績あり 

効率的な業務運用には必須 

競争優位性の直接要素ではない 

グローバルスタンダードな機能が必要 

グループ内エンティティでの共用 

１－３．ＥＲＰの選択 
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ＥＲＰ標準機能 

最も利用頻度の高い 
ユーザインターフェース 

承認ワークフロー 
（申請～再鑑～承認） 

独自の帳票、レポート 

一括処理機能 
チェック・制御機能 

実現機能 

必要最小限のアドオン 

経常費予算 
計画・実績管理 
（組織／勘定科目／期間） 

施策予算 
計画・実績管理 

（組織／目的・施策／多年度） 

購買発注管理 
（見積／発注／入庫） 

債務・債権計上 
支払・入金 
管理 

固定資産管理 

法定帳票出力 

データ集計・分析 
（クエリによる自由なレポート） 

１－４．ＥＲＰによる実現機能（対応業務） 
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予算計画 予算運営 予算実績 

原価計算 

施策予算管理 
（組織／目的・施策／多年度） 

経常費予算管理 
（組織／勘定科目／期間） 

原価センタ会計 
（CO-OM-CCA） 

資本予算管理 
（IM） 

指図書会計 
（CO-OM-OPA） 

債権計上・入金 

債権管理 
（FI-AR） 

債務計上・支払 

債務管理 
（FI-AP） 

予算実績 

原価センタ会計 
（CO-OM-CCA） 

指図書会計 
（CO-OM-OPA） 

固定資産管理 

固定資産管理 
（FI-AA） 

勘定記帳 

振込 

口座明細 

データ還元・分析 

データウェアハウス 
（SAP BW） 

ＥＲＰ 

購買発注管理 

購買管理 
（MM） 

１－５．新システム構成 

施設情報管理 
データ・機能連携 ファーム 

バンキング 
勘定系 
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２．施設情報管理の概要 
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ＥＲＰ 

施設基本情報 
台帳管理 

（建物・施設・部屋・土地） 

図面管理機能 
（CAD・ﾗｽﾀｰ・写真） 

実現機能 契約台帳管理 
（賃貸借・保守等） 

固定資産税 
申告・納税管理 

中長期修繕計画 

非常用備品管理 

メンテナンス（協力） 
業者管理 

予算申請 

定期支払・入金 
（債権債務計上の自動化） 

実績データ還元 

マスタ連携 
（マスタ管理の一元化） 

事業所税申告書 
作成・管理 

ERPと連携 

２－１．施設情報：実現機能 
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物件＜拠点＞の範囲 

隔地駐車場 

：施設q 

 

 

 

 

店舗a 

：施設a／賃貸借契約a 

本部事務所b 

：施設b／賃貸借契約a 
駐車場p 

：施設p 

 

本部事務所c 

：施設c／賃貸借契約c 

土地区画II 

土地区画I 

筆① 

筆② 

筆③ 

筆④ 

建物A 

建物P 

店舗敷地 

物件（拠点）とは、 

 筆／区画／施設（部屋）／建物／契約が各々複数集合して 

 形成される最大の管理単位を云う。 

  

 これを形成するリソース（左図）に下記の項目を定義付け 

 1． 筆：登記上の一筆単位 

 2． 区画：複数「筆」の集合体としての敷地単位 

 3． 施設：概念的「部門」単位（≒原価センタ） 

   （部屋：施設を構成するフロア内の物理的「一区画」単位） 

 4． 建物：物理的「棟」単位 

 5． 契約：「契約」単位 

  

 よって左図の物件の構成要素は、 

 筆①-④+土地I～II+建物A,P +施設a,b,c,p,q(+部屋)+契約a,c 

  

 

２－２．施設情報：管理単位の考え方 
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ＥＲＰ 

定期支払実施 
（支払時期到来時） 

実現機能 

指図登録 
（稟議書別紙出力） 

稟議決裁 

仮台帳→ 
本契約反映 

施設情報（ERP連携） 

契約台帳 
（仮台帳作成・保存） 

指図承認 

２－３．契約管理：登録・更新イメージ 
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２－４．施設情報：図面連携 
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ＥＲＰ 予算協議 

施設情報（ERP連携） 

長期修繕計画 
（仕様現況） 

指図候補作成 工事候補作成 
（中期修繕から選別） 

中期修繕（5年） 
計画抽出 

案件実施 
（本指図登録・支払） 

２－５．中長期修繕：計画～実施サイクルイメージ 
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３．プロセス再構築の概要 



14 

管理部 本部 営業店 

予算申請 予算申請 予算申請 

集計・査定 

予算示達 

実行稟議 

予算配賦 予算配賦 

実行稟議 

査定・決裁 査定・決裁 

発注管理 

支払 支払 支払 

資産登録 

資産登録依頼 

勘定記帳 勘定記帳 

実績管理 実績管理 実績管理 

決算 決算 決算 

請求書登録 請求書登録 請求書登録 

Before 
管理部 本部 営業店 

予算配賦 

勘定記帳 

資産登録 

実績管理 

決算 

予算申請 

実行稟議 

発注管理 

請求書登録 

支払 

Ａｆｔｅｒ 

共通化 

業務プロセス統一 

リアルタイム 

手作業削減（ＳＴＰ化） 

集中化 

バックオフィス事務集中 

発注管理 

内部統制 
内部統制にかかる改善 

３－１．再構築の全容 
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○ 予算体系の整備 
個別（案件別）に管理すべき予算と上限管理で十分な予算に分別 → メリハリある予算体系 
 

経費 

投資 

経常費予算 

施策予算（期初配分） 

施策予算（個別配分） 

予算 ・ 経常的に発生する生活費の予算は上限管理 

・ 単位 ： 予算申請部×予算担当部×勘定科目 

・ 目的や施策毎に個別の予算管理 

・ 原則、本部（目的の所管部門）のみが配分対象 

・ 経常的なものは期初配分、その他は都度（査定後）配分 

・ 単位 ： 予算申請部×予算担当部×目的・施策 

○ 予算担当部と経費勘定科目の集約・共通化 

営業店と本部との差異を廃止予算管理業務を共通化 （予算担当部 ８→５、経費勘定科目 ３８→２１） 

予算担当部　Before After
営業店 本部 事務センタ 共通

勘定科目１ Ａ部 Ａ部 Ｅ部 勘定科目１ Ａ部

勘定科目２ Ｂ部 Ｃ部 Ｅ部 勘定科目２ Ｂ部

勘定科目３ Ｃ部 Ｅ部 Ｅ部 勘定科目３ Ｃ部

○ 予算実績計上の基準変更 
・ 現金主義 （支出時点） → 発生主義 （債務認識時点） → 未収未払管理の堅確化 

・ 消費税込金額管理 → 消費税抜金額管理 → 税分別作業削減、税率変動対応可 

経費勘定科目　Before After
勘定科目数 勘定科目数

営業店 38
本部 26

共通 21

３－２．予算・実績管理 
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○ 業務プロセス統一による削減 
     ユーザ部室店での事務を請求書登録（債務計上）のみとして事務量を削減。 

Before After 営業店 

本 部 

振 込 

請求書登録 

勘定記帳 

振 込 勘定記帳 
共通 請求書登録 

○ バックオフィスへの事務処理集中 
     バックオフィスへの事務処理集中を可として、フロントオフィスの事務体力を削減。 

営業店・本部 営業店・本部 営業店・本部 
営業店・本部 営業店・本部 営業店・本部 

管理部 管理部 

バックオフィスへの 

事務集中 

フロントオフィスの 

事務削減 

フロントオフィスの 

事務体力削減 

バックオフィスの 

事務削減 

事務集中拡大 効果極大化サイクル 

３－３．支払 
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○ 一次原価 ： 施策担当部門（原価センタ） ｏｒ リソースコード（目的別） 
   経常費は発生部門、施策費は施策担当部へ賦課 
 

経費 

投資 

経常費発生部 

施策担当部 

施策担当部 

実績 原価センタと勘定科目を保有 

施策担当部門とリソースコードを保有 

管理会計単位と施設運用コストを一体化 

３－４．管理会計 

○ 二次原価 ： 受益部門（原価センタ） 
   施設運用コストは面積按分され、受益部門のコストとして賦課 

一次原価   
光熱費 賃料 部門コスト 

物件Ｒ 100 200 300 

営繕投資Ｘ 200 300 400 

施策Ｍ 300 400 500 

償却 

二次原価 

Ｒ支店 

Ｓセンター 

Ｔ部門（本部） 

350 

1,050 

1,300 

Ｒ支店とＳセンター 

Ｒ支店、Ｓセンター、Ｔ部 

Ｓセンター、Ｔ部 

Ｔｏｔａｌ：2,700 Ｔｏｔａｌ：2,700 


